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※掲載している情報は編集時点（７月14日）のものです。変更になっている場合がありますので、注意してください。

額
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
各
課
税

区
分
の
税
額
は
、
世
帯
加
入
者
の

所
得
、
固
定
資
産
、
人
数
な
ど
の

状
況
に
応
じ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
税

率
等
で
算
出
し
ま
す
。

①�

医
療
分（
1
年
間
に
予
想
さ
れ

る
医
療
費
の
総
額
か
ら
算
定
）

　

県
が
算
定
し
た
医
療
分
納
付
金

の
額
か
ら
、
国
・
県
補
助
金
等
を

差
し
引
い
た
額
を
国
保
税
と
し
て

負
担
し
ま
す
。

②�

支
援
金
分（
国
が
定
め
る
後
期

高
齢
者
医
療
費
の
額
か
ら
算

定
）

　

県
が
算
定
し
た
後
期
高
齢
者
支

援
金
分
納
付
金
の
額
か
ら
国
・
県

補
助
金
等
を
差
し
引
い
た
額
を
国

保
税
と
し
て
負
担
し
ま
す
。

③
介
護
分（
国
が
定
め
る
介
護
費

　
用
の
額
か
ら
算
定
）

　

国
民
健
康
保
険（
国
保
）税
は
、

加
入
者
の
医
療
費
や
、
後
期
高
齢

者
の
医
療
費
を
現
役
世
代
か
ら
支

援
す
る
費
用
、
お
よ
び
介
護
保
険

サ
ー
ビ
ス
・
介
護
予
防
事
業
の
費

用
に
充
て
ら
れ
る
大
切
な
財
源
で

す
。

　

本
年
度
の
国
保
税
の
算
定
に
当

た
り
、
前
年
度
繰
越
金
の
2
分
の

1
相
当
額
の
3
千
5
百
万
円
を
国

保
税
軽
減
に
活
用
す
る
と
と
も
に
、

財
政
調
整
基
金
を
1
億
8
千
万
円

取
り
崩
し
た
結
果
、
1
人
当
た
り

の
国
保
税
賦
課
額
は
、
前
年
度
に

比
べ
0
・
3
%
の
減
と
な
り
ま
し

た
。

　

国
保
税
は
①
医
療
保
険
分（
以

下「
医
療
分
」）、
②
後
期
高
齢
者

等
支
援
金
分（
以
下「
支
援
金
分
」）、

③
介
護
納
付
金
分（
以
下「
介
護

分
」）。
40
歳
以
上
65
歳
未
満
の
方

が
対
象
）の
三
つ
の
課
税
区
分
の

合
計
額
が
、
そ
の
世
帯
の
国
保
税

《令和２年度の課税区分ごとの税率》

１
世
帯
当
た
り
の

　
　

国
保
税
額
の
決
ま
り
方

　

世
帯
主
が
国
保
加
入
者
で
な
く

て
も
、
世
帯
内
に
国
保
加
入
者
が

い
れ
ば
、
世
帯
主
が
納
税
義
務
者

と
な
り
ま
す
。

　

医
療
分
お
よ
び
介
護
分
の
賦
課

限
度
額
の
見
直
し
が
行
わ
れ
ま
し

た
。
医
療
分
が
現
行
61
万
円
か
ら

63
万
円
に
、
介
護
分
が
現
行
16
万

円
か
ら
17
万
円
に
そ
れ
ぞ
れ
引
き

上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

▼
低
所
得
世
帯
に
対
す
る
軽
減

　

前
年
の
所
得
金
額
に
よ
り
、
次

の
よ
う
な
世
帯
は
、
均
等
割
額
お

よ
び
平
等
割
額
を
軽
減
し
ま
す
。

な
お
、
5
割
軽
減
と
2
割
軽
減
の

判
定
基
準
が
緩
和
さ
れ
ま
し
た
。

課税区分 医療分 支援金分 介護分

所得割（所得） 4.98％ 2.82％ 2.28％

資産割（固定資産税） 7.24％ 4.02％ 4.80％

均等割（被保険者数） 19,500円 10,400円 11,000円

平等割（１世帯につき） 14,600円 7,800円 5,700円

賦課限度額 630,000円 190,000円 170,000円

令
和
２
年
度 

国
保
税
の
税
率
等
決
定

国
保
税
賦
課
額
は
前
年
に
比
べ
０
・
３
％
減

《前年所得（世帯主と被保険者の合計）が
次の金額以下の世帯》

区分 改正前 改正後
７割
軽減 33万円 現行どおり

５割
軽減

33万円＋28万円
×被保険者数

33万円＋28.5万円
×被保険者数

２割
軽減

33万円＋51万円
×被保険者数

33万円＋52万円
×被保険者数

国保税

＝

①医療分

＋

②支援金分

＋

③介護分

軽
減
制
度

納
税
義
務
者
は
世
帯
主

賦
課
限
度
額
の
見
直
し

国
保
税
の
軽
減
・
減
免
制
度

　

県
が
算
定
し
た
介
護
分
納
付
金

の
額
か
ら
、
国
・
県
補
助
金
等
を

差
し
引
い
た
額
を
国
保
税
と
し
て

負
担
し
ま
す
。

▼�

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
へ
の
移

行
に
伴
う
激
変
緩
和
措
置

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
へ
の
移

行
に
伴
っ
て
、
同
じ
世
帯
に
属
す

る
被
保
険
者
の
国
保
税
が
過
大
と

な
ら
な
い
よ
う
、
次
の
措
置
を
講

じ
ま
す
。

▽
国
保
税
の
軽
減
判
定

　

国
保
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
に
移
行
す
る
こ
と
で
、
世
帯
の

国
保
被
保
険
者
が
減
少
し
て
も
、

従
前
ど
お
り
後
期
高
齢
者
の
所
得

お
よ
び
人
数
も
含
め
て
軽
減
判
定

を
行
い
ま
す
。
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▽
平
等
割
の
軽
減

　

国
保
か
ら
移
行
し
た
後
期
高
齢

者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
国
保

単
身
世
帯
に
つ
い
て
、
医
療
分
と

支
援
金
分
の
平
等
割
を
移
行
し
た

月
か
ら
5
年
間
は
2
分
の
1
、
そ

の
後
3
年
間
は
4
分
の
1
を
減
額

し
ま
す
。

▼�

非
自
発
的
失
業
者
に
対
す
る
軽

減（
離
職
し
た
月
の
翌
年
度
末

分
ま
で
）

　

解
雇
や
倒
産
な
ど
で
、
非
自
発

的
な
離
職
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
国

保
加
入
者
に
つ
い
て
、
国
保
税
算

定
に
用
い
る
前
年
所
得
の
う
ち
、

給
与
所
得
を
1
0
0
分
の
30
に
減

額
し
て
計
算
し
ま
す
。
詳
細
は
、

市
民
課
国
保
医
療
係
に
問
い
合
わ

せ
て
く
だ
さ
い（
申
告
書
の
提
出

が
必
要
で
す
）。

▼�

災
害
・
廃
業
・
生
活
困
窮
世
帯

に
対
す
る
減
免

　

災
害
・
廃
業
・
生
活
困
窮
な
ど

で
国
保
税
を
納
め
る
こ
と
が
困
難

と
な
っ
た
場
合
、
そ
の
程
度
に
応

じ
て
国
保
税
の
一
部
が
減
免
さ
れ

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
詳
細
は
、

税
務
課
市
民
税
係
に
問
い
合
わ
せ

て
く
だ
さ
い
。

▼�

被
用
者
保
険
等
の
被
扶
養
者
が

国
保
被
保
険
者
と
な
っ
た
こ
と

に
よ
る
減
免（
当
分
の
間
）

　

75
歳
に
な
る
方
が
、
被
用
者
保

険
な
ど
の
被
保
険
者（
本
人
）か
ら

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行
し
、

そ
の
被
扶
養
者（
65
歳
以
上
）が
国

保
に
加
入
し
た
場
合
、
所
得
割
・

資
産
割
が
免
除
さ
れ
、
均
等
割
と

平
等
割
に
つ
い
て
は
、
資
格
取
得

日
の
属
す
る
月
以
後
２
年
間
に
お

い
て
2
分
の
1
に
軽
減
さ
れ
ま
す
。

詳
細
は
、
市
民
課
国
保
医
療
係
に

問
い
合
わ
せ
て
く
だ
さ
い
。

▼�

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
に
伴
う
収
入
減
少
等
に

よ
る
減
免

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
に
よ
り
、
収
入
が
前
年
と

比
べ
て
30
％
以
上
減
少
す
る
な
ど

の
要
件
に
該
当
す
る
場
合
等
の
減

免
制
度
が
新
設
さ
れ
ま

し
た
。詳
細
は
、2
ペ
ー

ジ
、
ま
た
は
左
の
2
次

元
バ
ー
コ
ー
ド
か
ら
市

の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を

確
認
し
て

く
だ
さ
い
。

　

特
別
な
事
情
も
な
く
国
保
税
を

長
い
間
滞
納
す
る
と
、
被
保
険
者

証
を
返
還
し
て
い
た
だ
き
、
代
わ

り
に「
被
保
険
者
資
格
者
証
」を
交

付
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す（
た
だ

し
、
高
校
生
以
下
の
加
入
者
に
つ

い
て
は
6
カ
月
の
短
期
保
険
証

を
交
付
し
ま
す
）。
こ
の
場
合
は
、

医
療
費
を
一
度
、
全
額
自
己
負
担

し
て
い
た
だ
き
、
後
日
、
申
請
に

よ
り
保
険
給
付
分
を
支
給
す
る
こ

と
と
な
り
ま
す
。

　

経
済
的
な
事
情
で
納
付
が
困
難

な
方
は
、
早
め
に
税
務
課
収
税
係

に
相
談
し
て
く
だ
さ
い
。

《
問
合
せ
》

・�

申
告
・
課
税
…
税
務
課
市
民
税

係
☎
21

−

9
0
4
5

・
納
税
方
法
…
税
務
課
収
税
係

　

☎
23

−

1
1
1
8

・�

医
療
・
給
付
…
市
民
課
国
保
医

療
係
☎
21

−

9
0
6
1

減
免
制
度

国
保
税
を
長
い
間
滞
納
す
る
と

　

固
定
資
産
税
は
、
土
地
や
家
屋
だ
け
で
は
な
く
、
償
却
資
産（
事
業
用

の
資
産
）も
課
税
対
象
で
す
。
申
告
書
を
提
出
し
て
い
な
い
方
、
修
正
申

告
が
必
要
な
方
は
早
急
に
申
告
書
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

《�

申
告
書
提
出
・
問
合
せ
》
税
務
課
☎
21

−

9
0
4
6
ま
た
は
各
振
興

局
市
民
福
祉
課

Q　

償
却
資
産
と
は
何
で
す
か
?

A　

会
社
や
個
人
が
事
業
を
営
む

た
め
に
所
有
し
て
い
る
機
械
・

器
具
・
備
品
な
ど
の
固
定
資
産

で
す
。
土
地
・
家
屋
と
同
じ
く

固
定
資
産
税
が
課
税
さ
れ
ま
す
。

Q　

償
却
資
産
の
申
告
は
必
要
で

す
か
?

A　

償
却
資
産
を
所
有
し
て
い
る

方
に
は
、
地
方
税
法
第
3
8
3

条
の
規
定
に
よ
り
、
毎
年
1
月

1
日
現
在
の
償
却
資
産
の
所
有

状
況
を
資
産
が
所
在
す
る
市
町

村
に
申
告
す
る
義
務
が
あ
り
ま

す
。
申
告
は
資
産
の
多
少
に
か

か
わ
ら
ず
必
要
で
す
。
ま
た
、

該
当
資
産
が
な
い
場
合
も
申
告

を
お
願
い
し
ま
す
。

Q　

対
象
と
な
る
償
却
資
産
は
何

で
す
か
?

A　

原
則
と
し
て
、
決
算
時
に
減

価
償
却
資
産
と
し
て
計
上
し
た

も
の
は
全
て
償
却
資
産
の
申
告

対
象
で
す
。
た
だ
し
、
構
築
物

の
う
ち「
家
屋
」と
し
て
固
定
資

産
税
の
対
象
と
な
る
も
の
、
自

動
車
税
・
軽
自
動
車
税
の
対
象

と
な
る
車
両
は
、
申
告
の
対
象

に
は
な
り
ま
せ
ん
。

※
償
却
資
産
の
詳
細
や
申
告
書
の

記
載
方
法
、P
D
F
形
式
の
申
告

書
お
よ
び
明
細
書
は
、

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ

ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

※
申
告
書
・
明
細
書
は
税

務
課
お
よ
び
各
振
興
局

市
民
福
祉
課
に
あ
り
ま

す
。

償
却
資
産
の
申
告

済
ん
ど
ん
な
る
か
？
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